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1.はじめに
近年，世界各国の政府を中心に証拠に基づく政策立案

（Evidence-Based Policy Making: EBPM）に対する取
り組みの重要性が説かれている [1]．しかし，地方自治
体における政策決定の多くには，住民から行政機関に寄
せられる問題に対して対面処理的な対応を行うエピソー
ドベースの意思決定が用いられる．オープンデータに
対して因果探索および包絡分析法（Data Envelopment

Analysis: DEA）[2]による分析を行う手法を提案する
ことで自治体における EBPMを支援する．
2.EBPMと ICTの有用性
現在の日本では地方自治体に対してEBPMを推進す
るための取り組みとして政府の各省庁より ICTを用い
たデータの公開およびデータ分析フォーマットが提供
されている．
また，近年の地方自治体における政策決定には地理
情報システム（Geographic Information System: GIS）
が積極的に取り入れられている．これらのことから，
オープンデータを分析しGISによって結果を重ね合わ
せる手法を提案する．
3.データ間の因果性と改善値の導出
因果探索とは因果の有無および向きが不明なデータ
群におけるデータ間の因果関係を数学的に同定する手
法である．代表的な手法として線形非ガウス非巡回モデ
ル（Linear non-Gaussian Acyclic Model: LiNGAM）
が挙げられる．
DEAは組織の集合において，対象の組織がどれほど
優れているかを可能な限り自身に都合の良い条件に基
づいて評価する手法である．Foliumとは，World Wide

Web上でアプリケーションとして機能するGISである
Web-GISを Pythonのプログラムによって自動的に生
成するためのモジュールである．
4.提案手法
分析の対象とするデータを選択するとそのデータと
因果関係のあるものを多種多様で大規模なオープンデー
タから因果探索によって抜き出し，それらのデータを
CCR モデルの入力・出力として分析する手法を提案
する．
また，DEAによってもとめられた評価値，入力・出
力の改善案，参照集合を表示し，それらと地形や公共施

設などの位置を重ね合わせることによってデータフュー
ジョンを行うEBPM-GISの実装を行う．ユーザはこれ
らの結果から対象の市区町村の評価やその要因の考察
を通して政策に対する決定の参考となる知見が得るこ
とができる．
5.実験結果並びに考察
近年，その進行が顕著である射水市における少子高
齢化問題に対して，「年少人口」を対象データとして提
案手法を用いた分析を行った結果を図 1に示す．

図 1: 射水市および近隣市区町村の評価値
射水市における評価値および参照集合に属する市区
町村は以上のようになった．対象データと因果関係を
示したデータは 10項目で評価値の算出のための入出力
の振り分けは入力が「就職者数」，「農業産出額」など
3項目，出力が「企業数」，「付加価値額」など 7項目で
あった．
6.おわりに
地方自治体のEBPM実現における障壁を取り除くた
めにオープンデータに対して因果探索および DEAを
用いた分析を行い，結果をGIS表示する手法を提案し
た．今後の課題として分析手法やシステムの洗練が挙
げられる．また，EBPM以外の分野への応用も考えら
れる．
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